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生
活

相
談

募
集

保
健

催
し

子
育
て

ふ
れ
あ
い

市
民
参
加

Ｏ
法
人
や
市
民
活
動
団
体
な
ど
）

応
募
期
限　

４
月
30
日

審
査　

公
開
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を

開
催
し
、
市
民
協
働
推
進
会
議
委
員
が

審
査

＊
詳
し
く
は
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
市

役
所
ご
案
内
↓
市
民
参
加
・
パ
ブ
コ
メ
・

市
民
協
働
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
↓
市
民
協
働
」
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

＊
事
前
相
談
を
希
望
す
る
場
合
は
、
電

話
で
予
約
し
て
く
だ
さ
い
。

申
込
み　

行
政
推
進
課
（
内
線
７
８
６
）

対
象　

保
健
師
か
社
会
福
祉
士
、
介
護

支
援
専
門
員
の
資
格
と
普
通
自
動
車
運

転
免
許
が
あ
る
方

募
集
人
数　

１
人

業
務
内
容　

高
齢
者
の
家
庭
訪
問
に
よ

る
相
談
業
務
な
ど　

採
用
期
間　

５
月
１
日
〜
平
成
27
年
３

月
31
日

勤
務
時
間　

週
４
日（
28
時
間
45
分
以
内
）

休
日　

原
則
と
し
て
土
・
日
曜
、
祝
日
、

年
末
年
始

報
酬　

月
額
14
万
８
９
０
０
円
〜
17
万

３
０
０
０
円
と
通
勤
手
当
、加
算
額（
年

２
回
）

社
会
保
険
等　

健
康
保
険
と
厚
生
年
金
、

保健師か社会福祉士、
介護支援専門員

雇
用
保
険
に
加
入

申
込
み　

４
月
11
日
ま
で
に
履
歴
書（
写

真
付
き
）
と
資
格
免
許
証
の
写
し
を
持

ち
高
齢
者
支
援
課
（
内
線
６
９
４
）

＊
採
用
は
、
書
類
選
考
と
面
接
で
決
定

し
ま
す
。履
歴
書
は
お
返
し
し
ま
せ
ん
。

採
用
後
は
兼
職
で
き
ま
せ
ん
。

レ
シ
ピ
募
集

　

地
産
地
消
料
理

　

コ

ン

テ

ス

ト

対
象　

市
内
に
お
住
ま
い
か
通
勤
・
通

学
し
て
い
る
方

内
容　

ニ
ン
ジ
ン
を
使
っ
た
主
食
・
惣

菜
・
汁
物
・
デ
ザ
ー
ト
の
い
ず
れ
か
の

レ
シ
ピ
（
２
人
分
）

＊
２
人
分
の
材
料
費
は
４
０
０
円
以
内

と
し
、
お
お
よ
そ
の
材
料
費
を
明
記
し

て
く
だ
さ
い
。

審
査
方
法　

●
１
次
審
査
＝
書
類
審
査 

（
入
選
者
に

は
直
接
連
絡
し
ま
す
）　

●
２
次
審
査
＝
５
月
28
日
㈬
の
消
費
者

ま
つ
り
の
来
場
者
に
よ
る
試
食
審
査

＊
入
賞
者
に
は
賞
品
が
あ
り
ま
す
。

＊
当
日
の
材
料
費
は
消
費
者
協
会
が
負

担
し
ま
す
。

＊
レ
シ
ピ
は
お
返
し
し
ま
せ
ん
。

＊
入
賞
作
品
は
１
年
間
、
消
費
者
協
会

の
活
動
の
中
で
紹
介
し
ま
す
。

申
込
み　

４
月
21
日
ま
で
に
、
自
由
様

式
に
レ
シ
ピ
と
住
所
・
氏
名
・
電
話
番

号
を
記
入
し
、
直
接
か
郵
送
で
北
広
島

消
費
者
協
会
（
〒
061
〜
１
１
９
２
住
所

不
要
・
商
業
労
働
課
内
・
内
線
８
６
６
）

健康・生きがい情報
健康ネットワーク健康ネットワーク

　今年度からの保険料率をお知らせします。これは、２年ごと
に見直されます。納付は、個人ごとです。
　保険料額は、加入者の全員が等しく負担する均等割と、加入
者の所得に応じて負担する所得割の合計です。今年度の額は、
６月に送付する保険料額決定通知書で確認してください。

平成26・27年度の保険料率と、保険料の計算方法　
＊かっこ内は、平成24・25年度の数字です。

均等割　１人当たりの額
　　　51,472円（47,709円）

所得割　所得に応じた額
｛前年中の所得－33万円｝
　　×10.52％（10.61％）

＋

保険料の軽減
　後期高齢者医療制度では、保険料の均等割と所得割が世帯の所得に応じ
て軽減される場合があります。対象となる方には、軽減後の保険料で保険
料額決定通知書を送付します。手続きは必要ありません。

　税金の計算などでいう課税所得とは異なります。
　前年の収入から、必要経費として公的年金等控除額や給与
所得控除額などを引いたもので、社会保険料控除や医療費控
除、配偶者控除などの所得控除をする前の額です。遺族年金
や障害年金は、収入に含みません。

保険料を計算するときの所得は…

１
年
間
の
保
険
料

　

　

    

限
度
額
57
万
円
（
55
万
円
）

◆均等割の軽減

世帯主の所得+世帯の加入者全員の所得 軽減割合 軽減後の均等割額

33万円以下
加入者全員が年金収入 80万円以下
で、ほかの所得がない場合

９割 5,147円

８.５割 7,720円
33万円＋（24万5,000円×世帯の被保険者数）以下 ５割 25,736円
33万円＋（45万円×世帯の被保険者数）以下 ２割 41,177円

◆所得割の軽減
加入者個人の所得で判定します。
軽減される条件 軽減割合

所得から33万円を差し引いた
額が58万円以下

５割

◆社保などの健康保険
の扶養になっていた方
の軽減

　加入者と世帯主の所得の合計で判定します。加入者でない世帯主の所得
も、判定の対象になります。

　後期高齢者医療制度に加入したとき
に社保などの健康保険の扶養になって
いた方は、均等割が９割軽減され、所
得割は掛かりません。

問合せ　国保医療課（内線730）

=

非常勤職員


